
 

  2026年 7月 1日 

各 位 

株式会社 CCIグループ 

 

連結子会社の解散のお知らせ 

 

株式会社 CCIグループ（代表取締役社長：杖村 修司）は、2026年 6月 16日付「連結子

会社の解散に関するお知らせ」で公表したとおり、子会社である北國債権回収株式会社

（代表取締役社長：東 博司）を、2026年 6月 30日付で解散しましたので、お知らせいた

します。 

 なお、解散いたしました北國債権回収株式会社に関するお問い合わせについては、下記

までお願いいたします。 

 

記 

 

お問い合わせ先 電話番号 受付時間 

北國銀行 法人部 債権管理グループ 

076‐233‐2601 

（～7/17） 

076‐225‐3271 

（7/21～） 

平日 9：00～17：00 

（銀行休業日を除く） 

 

 

以 上 
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第 15 期 決 算 公 告 

 

金沢市片町 2丁目 2番 15 号 

北國債権回収株式会社 

代表取締役社長 東 博司 
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個 別 注 記 表 
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第 14 期 決 算 公 告 

 

                         金沢市片町 2丁目 2番 15 号 

                      北國債権回収株式会社 

                        代表取締役社長 西田 章 

 
 



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

北國債権回収株式会社 （単位：　円）

科  目

 【売上高】 

　　　　　受   託   手   数   料 40,188,360

　　　　　買 取 債 権 回 収 高 424,723,667

               売    上    高          計 464,912,027

 【売上原価】 

           債  権  買  取  原  価 20,149,411

               売  上  原  価         計 20,149,411

                        売    上    総    利    益 444,762,616

 【販売費及び一般管理費】 

           販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 計 164,406,457

                        営      業      利      益 280,356,159

 【営業外収益】 

           受    取    利    息 1,046,741

           雑       収       入 54,470

               営  業  外  収  益      計 1,101,211

 【営業外費用】 

           雑       損       失 2,700

               営  業  外  費  用      計 2,700

                        経      常      利      益 281,454,670

                        税  引  前  当  期  純  利  益 281,454,670

 【法人税等】 

           法人税 ・ 住民税及び事業税 79,687,905

               法 人 税 等              計 79,687,905

 【法人税等調整額】 

           法 人 税 等 調 整 額 -287,230

               法 人 税 等 調 整 額  計 -287,230

                        当    期    純    利    益 202,053,995

損　益　計　算　書

2024年04年01日　〜　2025年03年31日

金  額



 

 

 

個別注記表 
2024 年 04 月 01 日 〜 2025 年 03 月 31 日 

北國債権回収株式会社 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

(１)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

    定率法を採用しております。 

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）ならびに2016年 

4月1日以降取得した附属設備については定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を 

採用しております。 

 

(２) 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れの損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に 

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の 

支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

 

(３) 収益及び費用の計上基準 

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス 

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しています。 

 

２．会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であっ 

て、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次の 

とおりです。 

 

（１）当事業年度に係る計算書類に計上した額 

貸倒引当金 25,645千円 

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

①算出方法 

貸倒引当金は、資産の自己査定基準に則った債務者区分の判定結果に基づき、 

「１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記」「(２) 引当金の計上基準」に 

記載の方法により算出しております。 

②主要な仮定 

主要な仮定は、「債権分類における債務者ごとの将来の担保処分価額」です。 

 

「債権分類における債務者ごとの将来の担保処分価額」は、各債務者の担保処 

分見込価額を個別に評価し、設定しております。 



 

 

 

③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響 

上記「②主要な仮定」は不確実性を伴い、債権分類の金額算定に当たって用 

いた将来の担保処分見込価額における仮定が上記仮定より変化した場合には、 

翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当金の金額に重要な影響を及ぼす可 

能性があります。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額                   15,437千円 

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債務                                                29,470千円 

 

４．損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高  

販管費及び一般管理費                       14,965千円 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

当該事業年度の末日における発行済株式の数            普通株式 10,000株 

 

６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税および賞与引当金の否認等であり 

ます。 

 

７．金融商品に関する注記 

①金融商品の状況に関する事項 

金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については安全性の高い短期的な預金に限定しております。 

また、デリバティブ取引は行っておりません。 

金融商品の内容およびそのリスクならびに管理体制 

⑴ 当社が保有する金融資産は、主としてサービサー法に規定されている金融機関等

が有する貸付債権等の金銭債権であります。 

⑵ 顧客の信用リスクは、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、期日およ

び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。 

②金融商品の時価等に関する事項 

    2025 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、 

次のとおりであります。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、未払金、 

未払法人税等、未収還付消費税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似 

することから、注記を省略しております。 

 

(※1)買取債権に対する個別貸倒引当金を控除しております。  

(注)金融商品の時価の算定方法 

 貸借対照表計上額 時  価   差  額   

買 取 債 権 234,001   

貸 倒 引 当 金(※1) △ 25,645   

 208,356 208,356 ― 

資  産  計 208,356 208,356 ― 



 

 

 

 

買 取 債 権 

⑴ 担保価値による回収見込額等に基づいて、貸倒見積高を算定しております。 

⑵ 時価は、決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額

に近似していることから、当該価額をもって時価としております。 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

    親会社 

(単位：千円) 

属 性 会社等の 

名    称 

議決権等 

所有・被所

有割合 

関係内容 
取引の 

内  容 
取引 

金額 
科目 

期末残

高 
役員の 

兼任等 
事業上 

の関係 

親会社 

株式会社

北國フィ

ナンシャ

ルホール

ディング

ス 

被所有 

直接 

95% 

兼 任 

2 名 
経営管理

の委託 

経営管理料 

の支払 
14,965 

未払 

費用 
29,470 

    (注)取引条件および取引条件の決定方針等 

        経営管理料については、経営管理に係る役務および便益を受けるための契約に基

づき決定しております。 

 

      

 兄弟会社等 

(単位：千円) 

属 
性 

会社等の 

名    称 

議決権等 

所有・被所

有割合 

関係内容 
取引の 

内  容 
取引 

金額 
科目 

期末

残高 
役員の 

兼任等 
事業上 

の関係 

親会社の 

子会社 
北國銀行 ― 兼 任 

2 名 
業 務 

代 行 

債権回収・管理

業務の受託に係

る手数料の受取 
39,888 売掛金 935 

(注)取引条件および取引条件の決定方針等 

    上記取引については、一般取引条件によって決定しております。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

1 株当たり純資産額     199,631 円 36 銭 

1 株当たり当期純利益    20,205 円 39 銭 

 

    １０．収益認識に関する注記 

     「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」「（３）収益及び費用の計上基

準」に記載の通り。 

 

    １１．重要な後発事象に関する注記 

     該当事項はありません。 
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第 13 期 決 算 公 告 

 

金沢市片町 2丁目 2番 15 号 

北國債権回収株式会社 

代表取締役社長 西田 章 
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個 別 注 記 表 

 

 



4 

 

 

 



5 

 

 

 



(単位：円)

資　　産　　の　　部　 負　　債　　の　　部

科      目 金      額 科      目 金      額

円 円

［流動資産］ [ 1,659,008,853 ] ［流動負債］ [ 28,866,256 ]

現 金 0 債 権 回 収 預 り 金 293,980

預 金 1,377,123,306 預 り 金 73,063

売 掛 金 7,071,753 未 払 金 638,074

買 取 債 権 321,813,003 未 払 費 用 9,271,488

貯 蔵 品 113,357 未 払 法 人 税 等 10,485,500

前 払 費 用 391,164 未 払 消 費 税 1,829,800

仮 払 金 2,928,931 賞 与 引 当 金 6,268,800

未 収 入 金 179,289 そ の 他 預 り 金 5,551

未 収 収 益 4,427,500

貸 倒 引 当 金 -55,039,450

［固定資産］ [ 20,022,112 ]  [固定負債] [ 0 ]

（有形固定資産） ( 4,975,550 )

建 物 3,376,530 負　債　合　計 28,866,256

建 物 附 属 設 備 278,420 純　資　産　の　部

車 両 運 搬 具 0 株主資本

工 具 器 具 備 品 1,320,600  [資本金] [ 500,000,000 ]

500,000,000

（無形固定資産） ( 6,495,551 )  [資本準備金] [ 0 ]

ソ フ ト ウ エ ア 6,495,551 0

 [資本剰余金] [ 0 ]

（投資等） ( 8,551,011 ) 0

リサイクル預託金 0  [利益剰余金] [ 1,150,164,709 ]

敷 金 5,244,000 110,000,000

繰 延 税 金 資 産 ( 固 定） 3,307,011 0

貸 倒 引 当 金 ( 投 資 等） 0 繰 越 利 益 剰 余 金 1,040,164,709

評価・換算差額等

 [その他有価証券評価差額金] [ 0 ]

純　資　産　の　部　合　計 1,650,164,709

資　産　合　計 1,679,030,965 負債・純資産の部合計 1,679,030,965

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

金沢市片町2丁目2番15号 

 北國債権回収株式会社  　

代表取締役社長　西田　章

　第　12　期　決　算　公　告

 貸   借   対   照   表
(2023年3月31日現在)

資 本 金

資 本 準 備 金



（単位：円）

392,528,761

314,754,484

77,774,277

58,577,982

58,577,982

333,950,779

208,319,904

125,630,875

1,323,266

13,348

1,309,918

423,760

423,760

126,530,381

19,998

19,998

126,550,379

41,155,941

△ 372,518 40,783,423

85,766,956　　当　　期　　純　　利　　益

　　営　　　業　　　利　　　益

　　  営　　業　　外　　収　　益

受　取　利　息

雑　収　入

　　経　　　常　　　利　　　益

　　  営　　業　　外　　収　　益

雑　収　入

　　売　　上　　総　　利　　益

　　  販売費及び一般管理費

有形固定資産売却益

　　税引前当期純利益

　　  法人税、住民税及び事業税

　　  法人税等調整額

損　　益　　計　　算　　書

(自2022年4月1日　至2023年3月31日)

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

　　売　　　　　上　　　　　高

　　  特　　　別　　　利　　　益

買取債権回収高

受託手数料

　　売　　　上　　　原　　　価

債権買取原価



 

 

 

 

個 別 注 記 表 

 

（１）重要な会計方針に係る事項に関する注記 

①固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならび

に 2016 年 4 月 1 日以降取得した建物附属設備および構築物については

定額法を採用しております。 

無形固定資産 
自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額

法を採用しております。 

 

②引当金の計上基準 

貸倒引当金 
債権の貸倒れの損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金 
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞

与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

 

(２)会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度

に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

① 当事業年度に係る計算書類に計上した額 

貸倒引当金   55,039 千円 

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

ⅰ算出方法 

貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として(1)②に記載しております。なお、回収可能性に

ついては担保評価額を見積もることにより算定しております。 

ⅱ主要な仮定 

主要な仮定は、「債権分類における債務者ごとの将来の担保処分価額」です。 

「債権分類における債務者ごとの将来の担保処分価額」は、各債務者の担保処分見込価額を個別

に評価し、設定しております。 

ⅲ翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響 

上記「ⅱ主要な仮定」は不確実を伴い、債権分類の金額算定に当たって用いた将来の担保処分見

込価額における仮定が上記仮定より変化した場合には、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引

当金の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

（３）貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額             (単位：千円) 

減価償却累計額 11,413  

 

（４）損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高                 (単位：千円) 

 販売費及び一般管理費 7,516 



 

 

 

 

（５）株主資本等変動計算書に関する注記 

  当事業年度の末日における発行済株式の数 

普 通 株 式 10,000 株 

 

（６）税効果会計に関する注記 

繰延税金資産 
繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税および賞与引当金、貸倒

引当金の否認等であります。 

 

（７）金融商品に関する注記 

①金融商品の状況に関する事項 

金融商品に対する取

組方針 

当社は、資金運用については安全性の高い短期的な預金に限定しておりま

す。また、デリバティブ取引は行っておりません。 

金融商品の内容およ

びそのリスクならびに管

理体制 

①当社が保有する金融資産は、主としてサービサー法に規定されている金

融機関等が有する貸付債権等の金銭債権であります。 

②顧客の信用リスクは、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、期

日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の

早期把握や軽減を図っております。 

 

②金融商品の時価等に関する事項 

  2023 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ 

ります。また、現金及び預金、売掛金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、 

注記を省略しております。 

                                                 (単位:千円)       

 貸借対照表計上額 時   価 差   額 

買 取 債 権 321,813   

貸 倒 引 当 金(※1) △ 55,039   

 266,774 266,774 ― 

資  産  計 266,774 266,774 ― 

(※1)買取債権に対する個別貸倒引当金を控除しております。  

(注)金融商品の時価の算定方法 

買 取 債 権 

①担保価値による回収見込額等に基づいて、貸倒見積高を算定しておりま

す。 

②時価は、決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除

した金額に近似していることから、当該価額をもって時価としております。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

（８）関連当事者との取引に関する注記 

 兄弟会社等                                                 (単位：千円)   

属  性 
会社等の 

名    称 

議決権

等 

所有・被所

有割合 

関係内容 
取引の 

内  容 
取引金額 科  目 期末残高 役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

親会社の 

子会社 
北國銀行 ― 

兼 任 

1 名 

業 務 

代 行 

債権回収・

管理業務の

受託に係る

手数料の受

取 

74,174 ― ― 

買取債権 

の譲受 
37,548 ― ― 

(注)取引条件および取引条件の決定方針等 

  上記取引については、一般取引条件によって決定しております。 

 

（９）1 株当たり情報に関する注記                

1 株当たり純資産額 165,016 円 47 銭 

1 株当たり当期純利益 8,576 円 69 銭 

 

（１０）重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(単位：円)

資　　産　　の　　部　 負　　債　　の　　部

科      目 金      額 科      目 金      額

円 円

［流動資産］ [ 1,568,759,072 ] ［流動負債］ [ 29,095,272 ]

現 金 0 債 権 回 収 預 り 金 218,980

預 金 1,268,511,564 預 り 金 342,372

売 掛 金 6,002,751 未 払 金 9,758,493

買 取 債 権 342,853,499 未 払 費 用 7,105,676

貯 蔵 品 41,254 未 払 法 人 税 等 2,744,400

前 払 費 用 768,558 未 払 消 費 税 2,656,500

仮 払 金 1,289,931 賞 与 引 当 金 6,263,300

貸 倒 引 当 金 -50,708,485 そ の 他 預 り 金 5,551

［固定資産］ [ 24,733,953 ]  [固定負債] [ 0 ]

（有形固定資産） ( 5,498,109 )

建 物 3,490,280 負　債　合　計 29,095,272

建 物 附 属 設 備 359,108 純　資　産　の　部

車 両 運 搬 具 2 株主資本

工 具 器 具 備 品 1,648,719  [資本金] [ 500,000,000 ]

500,000,000

（無形固定資産） ( 11,057,351 )  [資本準備金] [ 0 ]

ソ フ ト ウ エ ア 11,057,351 0

 [資本剰余金] [ 0 ]

（投資等） ( 8,178,493 ) 0

リサイクル預託金 19,960  [利益剰余金] [ 1,064,397,753 ]

敷 金 5,244,000 110,000,000

繰延 税金資産 (固定） 2,934,493 0

貸倒 引当金 (投資等） -19,960 繰 越 利 益 剰 余 金 954,397,753

評価・換算差額等

 [その他有価証券評価差額金] [ 0 ]

純　資　産　の　部　合　計 1,564,397,753

資　産　合　計 1,593,493,025 負債・純資産の部合計 1,593,493,025

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

金沢市片町2丁目2番15号 

 北國債権回収株式会社  　

代表取締役社長　西田　章

　第　1１　期　決　算　公　告

 貸   借   対   照   表
(2022年3月31日現在)

資 本 金

資 本 準 備 金



（単位：円）

499,260,150

424,116,577

75,143,573

90,758,026

90,758,026

408,502,124

186,255,726

222,246,398

106,182

21,945

84,237

222,352,580

1,139,454

306,120

構造改革費用 833,334

221,213,126

63,990,458

3,629,297

153,593,371　　当　　期　　純　　利　　益

　　営　　　業　　　利　　　益

　　  営　　業　　外　　収　　益

受　取　利　息

雑　収　入

　　経　　　常　　　利　　　益

　　売　　上　　総　　利　　益

　　  販売費及び一般管理費

退職給付制度改定損

　　税引前当期純利益

　　  法人税、住民税及び事業税

　　  法人税等調整額

損　　益　　計　　算　　書

(自2021年4月1日　至2022年3月31日)

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

　　売　　　　　上　　　　　高

　　  特　　　別　　　損　　　失

買取債権回収高

受託手数料

　　売　　　上　　　原　　　価

債権買取原価



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 　定率法を採用しております。

　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属

　設備を除く）ならびに2016年4月1日以降取得した建物

　附属設備および構築物については定額法を採用してお

　ります。

無形固定資産 　自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期

　間（5年）に基づく定額法を採用しております。

　 (２) 引当金の計上基準

貸倒引当金 　債権の貸倒れの損失に備えるため、貸倒懸念債権等特

　定の債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不

　能見込額を計上しております。

賞与引当金 　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、

　従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度

　に帰属する額を計上しております。

２．会計方針の変更

　（１）収益認識に関する会計基準の適用 　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29

　号 令和２年３月31日。以下「収益認識会計基準」と

　いう。）等を当事業年度期首から適用し、約束した財

　又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

　又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収

　益を認識することといたしました。なお、当該会計基

　準等の適用が当事業年度の計算書類に与える影響はあ

　りません。

　 (２) 時価の算定に関する会計基準の適用 　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30

　号 令和元年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

　いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定

　会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

　（企企業会計基準第10号 令和元年７月４日）第44-２

　項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

　準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用

　することといたしました。　なお、当該会計基準等の

　適用が当事業年度の計算書類に与える影響はありませ

　ん。

個　別　注　記　表



　（３）重要な会計上の見積りに関する注記 　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にそ

　の額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算

　書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次の

　とおりです。

　①　当事業年度に係る計算書類に計上した額

貸倒引当金　　　50,728千円

  ②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容

    に関する理解に資する情報

  ⅰ　算出方法

　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として(1)

　②に記載しております。なお、回収可能性については

　担保評価額を見積もることにより算定しております。

  ⅱ　主要な仮定

　主要な仮定は、「債権分類における債務者ごとの将来

　の担保処分価額（新型コロナウィルス感染症による影

　響を含む）」です。

 「債権分類における債務者ごとの将来の担保処分価額(

 　新型コロナウィルス感染症による影響を含む）」は、

  各債務者の担保処分見込価額を個別に評価し、設定し

  ております。

  ⅲ　翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響

　上記「ⅱ主要な仮定」は不確実を伴い、債権分類の金

　額算定に当たって用いた将来の担保処分見込価額にお

　ける仮定が上記仮定より変化した場合には、翌事業年

　度に係る計算書類における貸倒引当金の金額に重要な

　影響を及ぼす可能性があります。



　（４）貸借対照表に関する注記

①有形固定資産の減価償却累計額  (単位：千円)

減価償却累計額 13,606

②関係会社に対する金銭債権および金銭債務  (単位：千円)

短期金銭債権 1,274,514

短期金銭債務 ―

　（５）損益計算書に関する注記

関係会社との取引高  (単位：千円)

売上高 75,143

仕入高 43,432

販売費及び一般管理費 6,533

営業取引以外の取引 21

　（６）株主資本等変動計算書に関する注記

①当事業年度の末日における発行済株式の数 　　普通株式　　　　　　　　　10,000株

②剰余金の配当に関する事項

決　議  2022年2月16日臨時株主総会

株式の種類 普通株式

配当金の総額 1,100,000,000円

1株当たりの配当額 110,000円

効力発生日 2022年2月22日

　（７）税効果会計に関する注記

繰延税金資産 　繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税

　および賞与引当金、貸倒引当金の否認等であり

　ます。

　（８）金融商品に関する注記

①金融商品の状況に関する事項

　ⅰ金融商品に対する取組方針 　当社は、資金運用については安全性の高い短期

　的な預金に限定しております。また、デリバテ

　ィブ取引は行っておりません。

　ⅱ金融商品の内容および ①当社が保有する金融資産は、主としてサービサ

　　そのリスクならびに管理体制 　ー法に規定されている金融機関等が有する貸付

　債権等の金銭債権であります。

②顧客の信用リスクは、主要な取引先の状況を定

　期的にモニタリングし、期日および残高を管理

　するとともに、財務状況等の悪化等による回収

　懸念の早期把握や軽減を図っております。



②金融商品の時価等に関する事項

　2022年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

　であります。また、現金及び預金、売掛金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近

　似することから、注記を省略しております。

 (単位：千円)

貸借対照表計上額 　差　　　額

買　取　債　権 ###

貸倒引当金(※1) ―

資　産　計 ―

(※1)買取債権に対する個別貸倒引当金を控除しております。

(注)金融商品の時価の算定方法 その他預り金###

買取債権 ①担保価値による回収見込額等に基づいて、貸倒見積高を算定しております。

②時価は、決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額

に近似していることから、当該価額をもって時価としております。

　（９）関連当事者との取引に関する注記

①兄弟会社等  (単位：千円)

(※1)債権回収・管理業務の受託に係る手数料の受取

(注)取引条件および取引条件の決定方針等

　　　上記取引については、一般取引条件によって決定しております。

　（１０）1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

　（１１）重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

― ―

科目 期末残高

(※1)
買取債権
の譲受

71,543

43,070

取引金額

親会社
の子会

社

㈱北國
銀行

― 兼務2名業務代行

取引の
内容

会社等
の名称

属性
議決権等
所有・被
所有割合

関係内容

役員の兼
務

事業上の
関係

　時　　　価

156,439円77銭

15,359円33銭

342,853

-50,708

292,145 292,145


